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労災保険二次健康診断等給付担当規程 

 

 

 （平成１３年３月３０日付け基発第    ２３４号） 

改正 平成１４年１月１０日付け基発第０１１０００１号 

改正 平成１５年３月３１日付け基発第０３３１０１４号 

改正   平成２０年４月１日付け基発第０４０１４２号 

        改正    令和２年６月３０日付け基発０６３０第１号  

 

 

第１章 二次健康診断等給付の担当 

 

（任務） 

第１ 労働者災害補償保険法施行規則（以下「則」という。）第１１条の３の規定に基づき

都道府県労働局長の指定を受けた病院及び診療所（以下「健診給付医療機関」という。）

は、則第１１条の３第１項の規定により、政府が行うべき二次健康診断等給付を政府

に代わって行うものとすること。 

 ② 健診給付医療機関は、労働者災害補償保険法の規定によるほか、この規程の定める

ところにより、二次健康診断等給付を受けることができる者の二次健康診断等給付を

担当すること。 

 ③ 健診給付医療機関は、当該健診給付医療機関において二次健康診断等給付に従事す 

る医師（以下「健診担当医」という。）をして前２項の規定に遵守させるものとするこ

と。 

 

（二次健康診断等給付の担当の範囲） 

第２ 健診給付医療機関が担当する二次健康診断等給付の範囲は次のとおりとすること。 

  １ 二次健康診断 

  （１）空腹時の低比重リポ蛋白コレステロール（ＬＤＬコレステロール）、高比重リポ

蛋白コレステロール（ＨＤＬコレステロール）及び血清トリグリセライドの量の

検査 

  （２）空腹時の血中グルコースの量の変化 

  （３）ヘモグロビンＡ１Ｃ検査 

     ただし、一次健康診断においてヘモグロビンＡ１Ｃ検査を行っていた場合を除く。 

  （４）負荷心電図検査又は胸部超音波検査 

  （５）頸部超音波検査 

  （６）微量アルブミン尿検査 

     ただし、一次健康診断における尿中蛋白の有無の検査において、疑陽性（±）

又は弱陽性（＋）の所見があると判断された場合に限る。 



2 
 

 ２ 特定保健指導 

  （１）生活指導 

  （２）栄養指導 

  （３）運動指導 

 

（二次健康診断等給付の担当方針） 

第３ 健診給付医療機関及び健診担当医は、次に掲げる方針により二次健康診断等給付を

行うものとすること。 

  １ 二次健康診断に当たっては、的確な診断を行うこと 

  ２ 二次健康診断及び特定保健指導（以下「二次健康診断等」という。）に当たっては、

懇切丁寧を旨とし、給付対象者に理解し易いように伝達・指導すること 

  ３ 二次健康診断に当たっては、常に医学の立場を堅持し、給付対象者の心身の状態

を観察すること 

４ 特定保健指導については、別添「特定保健指導の実施基準」に基づき実施するこ

と 

② 胸部超音波検査及び頸部超音波検査の一方又は両方を他の医療機関に委託する場

合にあっては、胸部超音波検査及び頸部超音波検査について他の適当な医療機関を紹

介すること。 

 

（受給資格の確認等） 

第４ 健診給付医療機関は、給付対象者から二次健康診断等給付を受けることを求められ

たときは、その者の提出する「二次健康診断等給付請求書」（事業主証明欄が記載さ

れているものに限る。以下「給付請求書」という。）及び添付書類（一次健康診断の

受診日及びその健康診断結果が記載されているものに限る。）によって二次健康診断

等給付を受ける資格があることを確認した後、二次健康診断等を行うこと。 

 ② 給付対象者から提出された前項の給付請求書は、当該給付請求書に当該健診給付医

療機関の名称を記入の上、遅滞なく、健診給付医療機関の所在地を管轄する労働局長

（以下「所轄労働局長」という。）に対し提出しなければならないこと。 

 

（助力） 

第５ 健診給付医療機関は、給付対象者の状態が療養を行われる必要があると認めた場合、

速やかに当該対象者又はその関係者に医療行為の手続を取らせるよう、必要な助力を

すること。 

   この場合、全てが労働者災害補償保険の対象となるものでないことに留意すること。 

 

（個人情報の保護） 

第６ 健診給付医療機関は、個人情報の保護の重要性を認識し、二次健康診断等に当たっ

ては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなけれ
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ばならないこと。 

② 健診給付医療機関は、二次健康診断等に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及

びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じること。また、

みだりに他人に知らせてはならないこと。 

③ 健診給付医療機関は、二次健康診断等を処理するために個人情報を収集するときは、

目的を明確にするとともに、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な

手段により行わなければならないこと。また、二次健康診断等を処理するために個人

情報を収集するときは、本人から収集し、本人以外から収集するときは、本人の同意

を得た上で収集しなければならないこと。 

④ 健診給付医療機関は、二次健康診断等に関して知り得た個人情報を二次健康診断等

の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならないこと。 

ただし、特定保健指導の実施において給付対象者から同意を得ている場合に限り、

事業場に選任されている産業医等に対し、特定保健指導の結果について提供を行うこ

とができること。 

⑤ 健診給付医療機関は、二次健康診断等を行うための個人情報の処理は、自ら行うも

のとし、第三者にその処理を提供してはならないこと。 

ただし、健診給付医療機関が、胸部超音波検査及び頸部超音波検査並びに採血及び

採尿の成分の分析の実施を委託することを予め明示しており、その明示している内容

の範囲において業務の一部を委託する場合には、この限りではないこと。 

 

（二次健康診断等の記録の記載及び整理） 

第７ 健診給付医療機関は、給付対象者に関する二次健康診断等の記録を調整し、二次健

康診断等給付に関し必要な事項を記載し、これを他の診療録及び健康診断記録と区別

して整備すること。 

 

（帳簿の保存） 

第８ 健診給付医療機関は、二次健康診断等給付に関する帳簿及び書類その他の記録をそ

の完結の日から３年間保存すること。 

 

（通知） 

第９ 健診給付医療機関は、給付対象者が次の各号の一に該当する場合には、遅滞なく、

意見を付して、その旨を給付対象者の所属する事業場の所在地を管轄する労働局長

（以下「所轄労働局長」という。）に通知すること。 

  １ 給付対象者の所属する事業場の保険関係について疑わしい事情が認められると   

き 

  ２ 一次健康診断の受診年月日に疑いのあるとき 

  ３ 一次健康診断の結果に疑いのあるとき 

 ② 健診給付医療機関は、給付対象者が次の各号の一に該当する場合には、その二次健
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康診断等又は証明を拒否するとともに、速やかにその旨を所轄労働局長に通知するこ

と。 

  １ 二次健康診断等給付を請求した者又はその関係者が詐欺その他不正な行為によ 

り二次健康診断等を受け若しくは受けようとし又は二次健康診断等給付を受けさ

せ若しくは受けさせようとしたとき 

  ２ 不正又は不当な証明を強要したとき 

 

第２章 二次健康診断等の方針 

 

（二次健康診断等の一般方針） 

第10 健診担当医による二次健康診断等は、第３の規定によるほか、次に掲げるところに

よるものとすること。 

  １ 二次健康診断等と同時に当該給付の健康診断の検査項目以外の検査項目及び特

定保健指導の指導項目以外の指導項目を行わないこと 

  ２ 二次健康診断の検査項目及び特定保健指導の指導項目は、その全てを行うこと 

  ３ 二次健康診断の検査のうち、胸部超音波検査及び頸部超音波検査並びに採血及び

採尿の成分の分析以外については当該健診給付医療機関以外で行ってはならない

こと 

  ４ 給付対象者に二次健康診断等受診結果を交付する際は、二次健康診断等の重要性

について丁寧に説明を行い、「事業主提出用」の用紙を確実に提出するよう働きかけ

を行うこと 

 

第３章 二次健康診断等給付に関する診療費の請求 

 

（健診費用の算定方法等） 

第11 健診給付医療機関が、二次健康診断等給付に関し政府に請求することを得る二次健

康診断等に要した費用（以下「健診費用」という。）の額は、別紙により算定するもの

とすること。 

② 政府は、健診給付医療機関から二次健康診断等給付に関する費用の請求書が提出さ

れたときは、別に定めるところにより審査を行いこれを支払うものとすること。 

 

（健診費用の請求手続き） 

第 12 健診給付医療機関は、第 11 の規定により算定した毎月分の健診費用の額を労働者

災害補償保険二次健康診断等費用請求書（以下「費用請求書」という。）に二次健康診

断等費用請求内訳書（以下「内訳書」という。）を添付して、管轄労働局長に提出する

こと。 

   ただし、健診給付医療機関が行った次の各号の一に該当する二次健康診断等につい

ては、それに要した費用の全部又は一部を支払わないこと。 
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  １ 第２の規定の１号に定める検査以外の検査及び同２号に定める特定保健指導以

外の保健指導 

  ２ 二次健康診断の結果、脳・心臓疾患の症状を有していると診断された場合の特定

保健指導 

② 前項の費用請求書及び内訳書は、厚生労働省労働基準局長が定めた様式によるもの

とすること。 

 ③ 胸部超音波検査及び頸部超音波検査の一方又は両方を他の医療機関に委託する場

合にあっては、特定保健指導を行った健診給付医療機関が健診費用を請求すること。

また、その場合の費用配分等については、的確な経理管理を行うこと。 

 

第４章 健診給付医療機関の取扱い 

 

（指定期間等） 

第13 則第１１条の３の規定による健診給付医療機関の指定は、指定日から起算して３年

を経過したときはその効力を失うものとすること。 

ただし、指定の効力を失う日前６月より同日前３月までの間に健診給付医療機関か

ら別段の申し出がないときはその指定はその都度更新されるものとすること。また、

医業の廃止、休止又は指定の辞退により健診給付医療機関としての資格の存続ができ

なくなったときは、様式第６号「労災保険健診給付医療機関休止・辞退届」により、

当該指定を行った管轄労働局長に届け出るものとすること。 

この場合、当該健診給付医療機関の所在地を管轄する労働基準監督署長（以下「管

轄監督署長」という。）を経由する方法によることも可能とすること。 

 

（表示） 

第14 健診給付医療機関は、則様式第５号及び第６号による標札を見やすい場所に掲げる

こと。 

 

（指定の取消し） 

第 15 健診給付医療機関が、次の各号の一に該当する場合においては、管轄労働局長は、

その指定を取り消すことができること。 

  １ 健診費用の請求に関し、不正行為があったとき 

  ２ 関係法令及び本規程に違反したとき 

 ② 前項により指定の取り消しを受けた医療機関の開設者が当該決定に不服があると

きは、決定の通知を受けた日から３か月以内に指定取消しを行った管轄労働局長に再

調査を申し出ることができること。 

 

（変更事項の届出） 

第16 健診給付医療機関の開設者は、次の各号の一に掲げる事由が生じたときは、速やか
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にその旨及びその年月日を管轄労働局長に届け出なければならないこと。 

この場合、管轄監督署長を経由する方法によることも可能とすること。 

  １ 健診給付医療機関の代表者（法人にあっては当該法人の代表者、個人にあっては

当該個人）に異動があったとき 

  ２ 名称又は所在地に変更があったとき 

  ３ 指定申請の際に提出した健康診断施設等概要書に記載した重要事項その他都道

府県労働局長が必要と認めた事項に変更があったとき 
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                                     別紙 

               健診費用算定組合せ表 

 

 

＜留意事項＞ 

１ ヘモグロビンA１c検査について 

  一次健康診断において、既にヘモグロビンA1c検査を受診していた場合には、二次 

 健康診断等給付においては当該検査は支給できない。 

 

２ 負荷心電図検査及び胸部超音波検査については、いずれか一方の支給に限るものと 

 する。 

  なお、負荷心電図検査については「四肢単極誘導及び胸部誘導を含む最低12誘導」 

 により実施すること。 

胸部超音波検査については、「経胸壁心エコー法」により実施すること。 

 

３ 微量アルブミン尿検査について 

  一次健康診断において、尿検査の結果が疑陽性（±）又は弱陽性（＋）の場合に限 

 り、二次健康診断において微量アルブミン尿検査を支給できる。 

  微量アルブミン尿検査については、「定量」により実施すること。 

 

４ 特定保健指導を行った場合と行わない場合では、金額が異なるので注意すること。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ × ○ × ○ × ○ ×

× × × × ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ × × × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ × × ○ ○ × ×

32,332 30,244 30,700 28,612 26,332 24,244 24,700 22,612

25,132 23,044 23,500 21,412 19,132 17,044 17,500 15,412
特定保健指導を行わな
い場合の合計額(円）

検査項目 検査の有無

空腹時血糖値検査

空腹時血中脂質検査

ヘモグロビンA1ｃ検査

負荷心電図検査

胸部超音波検査

頸部超音波検査

微量アルブミン尿検査

特定保健指導を行った
場合の合計額(円）


